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質問日   令和４年９月 29日（木） 質問方式 分割方式 

質問順位 １ 会派名 創造浜松 議席番号 ８ 氏名 森田 賢児 

表  題 質 問 内 容 答弁者の職名 

１ 今後の農業施策

と、学校給食にお

ける有機農作物の

活用について 

２ 救急体制につい

て 

先般、農林水産省において「みどりの食料システム戦

略」が策定された。ここでは、2040年までに主要な品目

について多くの農業者が取り組むことができる次世代

有機農業に関する技術を確立し、2050年までにオーガニ

ック市場を拡大しつつ、耕地面積に占める有機農業の取

扱い面積の割合を25％に拡大することを目指すことや、

2040年までに従来の殺虫剤を使用せずに済むような新

規農薬を開発することで、2050年までに化学農薬使用量

をリスク換算で50％の低減を目指す。また、食品ロスに

ついても、2030年度までに事業系食品ロスを2000年度比

で半減させることなどの大きな方向性が示されている。

この「みどりの食料システム戦略」の方針と、現在の

食料事情、また、今般の国際情勢等を受けて食料安全保

障の面からも、新たな方向性を求められていると考え

る。そこで、以下２点伺う。 

(1) 国が策定した「みどりの食料システム戦略」を受け、

本市としてどのように取り組んでいくべきか考えを伺

う。 

(2) 有機農業を促進する上で、確かな消費先を示すことが

重要と考えるが、食育の観点からも学校給食で活用する

方策も有益と考える。現在の積極的な地産地消に加え、

有機農作物を使用した学校給食の提供についての考え

を伺う。 

高齢化が進む中、救急搬送の需要増と相対的な供給減

によって、現在の救急体制の維持が困難となってくるこ

とは間違いないと言える。市民の生命を守るために救急

搬送体制の維持・強化に向けた施策が必要である。 

増加する需要の中には、一定程度「緊急性に欠く」も

のもある。令和３年では、病院などの問合せが2288件、

いたずらが575件、間違い電話2350件などとなっている。

さらには、事故種別で言う「一般負傷」の中にも緊急性

に欠く事例も存在する。 

このような緊急性の低い救急要請が増加することで、

他の緊急を要する現場への到着が遅れてしまう。以前か

ら言われていることだが、需要増と供給減がますます懸

念される中にあって、改めて認識すべきである。 

「安心の持続性」を維持するために、市民一人一人が、

今まで以上に救急に対する意識を醸成・向上させていく

ことが肝要である。あわせて、体制の強化策も講じてい

清水農林水産

担当部長 

田中学校教育

部長 

猪又消防長 



表  題 質 問 内 容 答弁者の職名 

３ 度重なる新型コ

ロナウイルスのワ

クチン接種につい

て 

４ 学校給食におけ

る黙食について 

かねばならない。そこで提言したいのが、日勤救急隊で

ある。救急出動件数のうち、約８割は日中に集中してい

ることから、日中勤務であれば、そのスキルを生かし、

現場で活躍することのできる子育て中の女性消防職員

や再任用職員が、より活躍することが期待される。そこ

で、以下２点伺う。 

(1) 今後、救急需要が増加していくことが考えられる中

で、市民の救急に対する意識醸成が重要である。市民に

対して、広く、救急要請における知識や、その他の相談

先の情報を伝えるための方策を伺う。 

(2) 子育て中の女性消防職員や再任用職員の配置ができ

る日勤救急隊は、各地でも弾力的に運用されているが、

本市においても、経歴を生かし救急業務を希望する職員

がいると推測する。そこで、救急需要増加への対策に加

え、職域の拡大として、今後、日勤救急隊を運用するな

どの考えを伺う。 

当初は２回接種とされた新型コロナウイルス感染症

のワクチン接種は、結果として３回、４回と繰り返され

ることとなり、今般のオミクロン株に対応した改良型ワ

クチンで５回目となる。 

去る５月議会の答弁では、若者世代の接種率が低調と

なっていることについて、若者世代が副反応を懸念して

いることを挙げたが、他方、この間に蓄積されたデータ

などに基づいて、若者世代を含む市民が冷静に判断して

いることも考えられる。 

そこで、感染状況や重症化予防における効果等、デー

タを分析した上で、度重なるワクチン接種に期待される

効果、またその意義について、本市の考えを伺う。 

新型コロナウイルス感染症の流行も３年目を迎え、そ

の対策の見直しなども行われているが、依然として厳し

い対策を取り続けているのが学校である。その象徴的な

ものが、学校給食における、いわゆる黙食である。 

学校給食の意義として、児童・生徒の健康な体づくり

に寄与するばかりではなく、教師や児童・生徒がともに

食事をすることにより、好ましい人間関係を深め、豊か

な人間性を育む心の健康づくりにも大切な役割を果た

していくとされているが、現在の黙食の状態でこれが十

分に果たされているのか。いわゆる黙食を当初の感染対

応として否定するものではないが、果たしていつまで続

けていくつもりなのか。 

文部科学省の本年４月１日付の「学校における新型コ

ロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル」の中

には、「席の配置」や「距離を取るように」といった工

夫を施すこととされているが、黙食については触れてい
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ない。 

また６月10日、黙食について尋ねられた松野官房長官

は、衛生管理マニュアルを踏まえるとしつつも、「地域

の実情に即して適切に取り組んでいただきたい」と会見

で言及している。また同月に宮崎県や福岡市では、黙食

の緩和をした。 

本市としても、子供たちの心理的な負担にも目を向け

るべきである。 

そこで、児童・生徒の心理的な負担を考慮し、見直し

も検討すべきと考えるが、本市の考えを伺う。 


